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議案第５７号  

押印の見直しに係る関係条例の整備に関する条例  

（羽生市議会委員会条例の一部改正）  

第１条 羽生市議会委員会条例（昭和４２年条例第１６号）の一部を

次のように改正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在すると

きは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２）  改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３） 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改  正  後  改  正  前  

（ 資格審 査特別 委員 会 及び 懲罰特

別委員会の設置）  

（ 資格審 査特別 委員 会 、懲 罰特別

委員会の設置）  

第７条  議会の資格決定の要求又は

懲 罰の動 議があ った ときは 、前条

第 １項の 規定に かか わらず 、資格

審 査特別 委員会 又は 懲罰特 別委員

会が設置されたものとする。  

第７条  議会の資格決定の要求又は

懲 罰の動 議があ った ときは 、前条

第 １項の 規定に かか わらず 資格審

査 特別委 員会 又 は懲 罰特別 委員会

が設置されたものとする。  

２  （略）  ２  （略）  

（委員の選任）  （委員の選任）  

第８条  （略）  第８条  （略）  

２  議長は、委員の選任事由が生じ

たときは、速やかに選任する。  

２  議長は、委員の選任事由が生じ

たとき、速やかに選任する。  

３  議長は、常任委員の申出がある

と きは、 当該 委 員の 常任委 員会 の

所属を変更することができる。  

３  議長は、常任委員の申出がある

と きは、 当該 委 員の 委員会 の所属

を変更することができる。  

４  前項の規定により所属を変更し

た 常任委 員の任 期は 、第３ 条第２

項の例による。  

４  前項の規定により所属を変更し

た 常任委 員の任 期は 、第３ 条 （常

任 委 員 の 任 期 ） 第 ２ 項 の 例 に よ

る。  

（ 委員長 の議事 整理 権 及び 秩序保

持権）  

（ 委員長 の議事 整理 権 ・秩 序保持

権）  

第１１条  （略）  第１１条  （略）  



 

2 

（招集）  （招集）  

第１５条  （略）  第１５条  （略）  

２  委員の定数の半数以上の者から

審 査し、 又は 調 査す べき事 件を示

し て招集 の請求 があ ったと きは、

委 員長は 、委員 会を 招集し なけれ

ばならない。  

２  委員の定数の半数以上の者から

審 査又は 調査す べき 事件を 示して

招 集の請 求があ った ときは 、委員

長 は、委 員会を 招集 しなけ ればな

らない。  

（定足数）  （定足数）  

第１６条  委 員会は、委員の定数の

半 数以上 の委員 が出 席しな ければ

会 議を開 くこと がで きない 。ただ

し 、第１ ８条の 規定 による 除斥の

た め半数 に達し ない ときは 、この

限りでない。  

第１６条  委 員会は、委員の定数の

半 数以上 の委員 が出 席しな ければ

会 議を開 くこと がで きない 。ただ

し 、第１ ８条 （ 委員 長及び 委員の

除 斥）の 規定に よる 除斥の ため半

数 に達し ないと きは 、この 限りで

ない。  

（秩序保持に関する措置）  （秩序保持に関する措置）  

第２２条  委 員会において地方自治

法 （昭和 ２２年 法律 第６７ 号。以

下「法」という。）、会議規則又は

こ の条例 に違反 し、 その他 委員会

の 秩序を 乱す委 員が あると きは、

委 員長は 、これ を制 止し、 又は発

言を取り消させることができる。  

第２２条  委 員会において地方自治

法 （昭和 ２２年 法律 第６７ 号。以

下「法」という。）、会議規則又は

こ の条例 に違反 し、 その他 委員会

の 秩序を 乱す委 員が あると きは、

委 員長は これを 制止 し、又 は発言

を取り消させることができる。  

２・３  （略）  ２・３  （略）  

（公聴会開催手続）  （公聴会開催手続）  

第２３条  （略）  第２３条  （略）  

２  議長は、前項の承認をしたとき

は 、その 日時、 場所 及び意 見を 聴

こ うとす る案件 その 他必要 な事項

を公示する。  

２  議長は、前項の承認をしたとき

は 、その 日時、 場所 及び意 見を き

こ うとす る案件 その 他必要 な事項

を公示する。  

（公述人の決定）  （公述人の決定）  

第２５条  （略）  第２５条  （略）  

２  あらかじめ申し出た者の中に、

そ の案件 に対し て、 賛成者 及び反

対 者があ るとき は、 一方に 偏らな

い ように 公述人 を選 ばなけ ればな

らない。  

２  あらかじめ申し出た者の中に、

そ の案件 に対し て、 賛成者 及び反

対 者があ るとき は、 一方に かたよ

ら ないよ うに公 述人 を選ば なけれ

ばならない。  

（参考人）  （参考人）  

第２９条  （略）  第２９条  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

３  参考人については、第２６条か ３  参 考 人 に つ い て は 、 第 ２ ６ 条
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ら前条までの規定を準用する。  （公述人の発言）、第２７条（委員

と 公 述 人 の 質 疑 ） 及 び 第 ２ ８ 条

（ 代理人 又は文 書に よる意 見の陳

述）の規定を準用する。  

（記録）  （記録）  

第３０条  委 員長は、職員をして会

議 の概要 、出席 委員 の氏名 等必要

な 事 項 を 記 載 し た 記 録 を 作 成 さ

せ 、これ に署名 又は 記名押 印をし

なければならない。  

第３０条  委 員長は、職員をして会

議 の概要 、出席 委員 の氏名 等必要

な 事 項 を 記 載 し た 記 録 を 作 成 さ

せ 、これ に署名 又は 押印を しなけ

ればならない。  

２  前項の記録は、電磁的記録によ

る ことが できる 。こ の場合 におけ

る 同項の 署名又 は 記 名押印 につい

て は、法 第１２ ３条 第３項 の規定

を準用する。  

２  前項の記録は、電磁的記録によ

る ことが できる 。こ の場合 におけ

る 同 項 の 署 名 又 は 押 印 に つ い て

は 、法第 １２３ 条第 ３項の 規定を

準用する。  

３  （略）  ３  （略）  

別表（第２条関係）  別表  

 表  （略）   表  （略）  

  

（羽生市議会政務活動費の交付に関する条例の一部改正）  

第２条 羽生市議会政務活動費の交付に関する条例（平成１３年条例

第２２号）の一部を次のように改正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在すると

きは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２）  改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３） 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改  正  後  改  正  前  

（会派に対する政務活動費）  （会派に対する政務活動費）  

第４条  （略）  第４条  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

３  基準日において議員の辞職、失

職 、除名 若しく は死 亡又は 所属会

派 からの 脱会が あっ た場合 は、当

３  基準日において議員の辞職、失

職 、除名 若しく は死 亡又は 所属会

派 からの 脱会が あっ た場合 は、当



 

4 

該 議員は 、第１ 項 の 所属議 員に含

ま ないも のとし 、同 日にお いて議

会 の解散 があっ た場 合は、 当月分

の政務活動費は、交付しない。  

該 議員は 第１項 の所 属議員 に含ま

な いもの とし、 同日 におい て議会

の 解散が あった 場合 は、当 月分の

政務活動費は交付しない。  

４  政務活動費の交付を受けた会派

が 半期の 途中に おい て所属 議員数

に 異動が 生じた 場合 は、異 動が生

じ た日の 属する 月の 翌月（ その日

が 基準日 に当た る場 合は、 当月）

の 末日ま でに、 既に 交付し た政務

活 動費の 額が異 動後 の議員 数に基

づ いて算 定した 政務 活動費 の額を

下 回ると きは、 当該 下回る 額を追

加 して交 付し、 既に 交付し た額が

異 動後の 議員数 に基 づいて 算定し

た 額を上 回る場 合は 、会派 は当該

上 回る額 を返還 しな ければ ならな

い。  

４  政務活動費の交付を受けた会派

が 、半期 の途中 にお いて所 属議員

数 に異動 が生じ た 場 合、異 動が生

じ た日の 属する 月の 翌月（ その日

が 基準日 に当た る場 合は、 当月）

の 末日ま でに、 既に 交付し た政務

活 動費の 額が異 動後 の議員 数に基

づ いて算 定した 政務 活動費 の額を

下 回ると きは、 当該 下回る 額を追

加 して交 付し、 既に 交付し た額が

異 動後の 議員数 に基 づいて 算定し

た 額を上 回る場 合は 、会派 は当該

上 回る額 を返還 しな ければ ならな

い。  

５  政務活動費の交付を受けた会派

が 半期の 途中に おい て解散 したと

き は、会 派は、 解散 の日の 属する

月 の翌月 分（そ の日 が基準 日に当

た る場合 は、当 月分 ）以降 の政務

活 動 費 を 返 還 し な け れ ば な ら な

い。  

５  政務活動費の交付を受けた会派

が 、半期 の途中 にお いて解 散した

と きは、 会派は 、 解 散の日 の属す

る 月の翌 月分（ その 日が基 準日に

当 たる場 合は、 当月 分）以 降の政

務 活動費 を返還 しな ければ ならな

い。  

（ 無 所 属 議 員 に 対 す る 政 務 活 動

費）  

（ 無 所 属 議 員 に 対 す る 政 務 活 動

費）  

第５条  （略）  第５条  （略）  

２・３  （略）  ２・３  （略）  

４  政務活動費の交付を受けた無所

属 議員が 半期の 途中 におい て議員

で なくな ったと きは 、議員 でなく

な った日 の属す る月 の翌月 分（そ

の 日が基 準日に 当た る場合 は、当

月 分）以 降の政 務活 動費を 返還し

なければならない。  

４  政務活動費の交付を受けた無所

属 議員が 、半期 の途 中にお いて議

員 でなく なった とき は、議 員でな

く な っ た 日 の 属 す る 月 の 翌 月 分

（ そ の 日 が 基 準 日 に 当 た る 場 合

は 、当月 分）以 降の 政務活 動費を

返還しなければならない。  

５  （略）  ５  （略）  

（収支報告書の提出）  （収支報告書の提出）  

第８条  政務活動費の交付を受けた

会 派の経 理責任 者又 は無所 属議員

は 、領収 書の写 し又 はこれ に準ず

る 書類を 添付し て 政 務活動 費に係

第８条  政務活動費の交付を受けた

会 派の経 理責任 者又 は無所 属議員

は 、別記 様式に より 、領収 書の写

し 又はこ れに準 ずる 書類を 添付し
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る 収入及 び支出 を記 した収 支報告

書 を作成 し、議 長に 提出し なけれ

ばならない。  

て 政務活 動費に 係る 収入及 び支出

の 報告書 （以下 「 収 支報告 書 」と

いう。）を作成し、議長に提出しな

ければならない。  

２・３  （略）  ２・３  （略）  

（政務活動費の返還）  （政務活動費の返還）  

第９条  政務活動費の交付を受けた

会 派又は 無所属 議員 がその 年度に

お いて交 付を受 けた 政務活 動費の

総 額から 、当該 会派 又は無 所属議

員 がその 年度に おい て第６ 条に定

め る経費 の範囲 に基 づいて 支出し

た 総額を 控除し て残 余があ る 場合

は 、当該 残余の 額に 相当す る額の

政 務活動 費を返 還し なけれ ばなら

ない。  

第９条  政務活動費の交付を受けた

会 派又は 無所属 議員 がその 年度に

お いて交 付を受 けた 政務活 動費の

総 額から 、当該 会派 又は無 所属議

員 がその 年度に おい て第６ 条に定

め る経費 の範囲 に基 づいて 支出し

た 総 額 を 控 除 し て 残 余 が あ る 場

合 、当該 残余の 額に 相当す る額の

政 務活動 費を返 還し なけれ ばなら

ない。  

（収支報告書の保存及び閲覧）  （収支報告書の保存及び閲覧）  

第１０条  （略）  第１０条  （略）  

２  次に掲げるものは、前項の収支

報告書を閲覧することができる。  

２  次の各号に規定するものは、前

項 の収支 報告書 を閲 覧する ことが

できる。  

（１）～（５）  （略）  （１）～（５）  （略）  

  

別記様式を削る。  

（羽生市固定資産評価審査委員会条例の一部改正）  

第３条 羽生市固定資産評価審査委員会条例（昭和３２年条例第２２

号）の一部を次のように改正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在すると

きは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２）  改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３） 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改  正  後  改  正  前  
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（審査の申出）  （審査の申出）  

第４条  法第４３２条の規定による

審 査の申 出は、 審査 申出書 正副２

通 を委員 会に提 出し てしな ければ

ならない。  

第４条  法第４３２条の規定による

審 査の申 出は、 審査 申出書 正副２

通 を委員 会に提 出し てしな ければ

ならない。  

２・３  （略）  ２・３  （略）  

 ４  審 査 申 出 書 に は 、 審 査 申 出 人

（ 審査申 出人が 法人 その他 の社団

又 は財団 である とき は代表 者又は

管 理人、 総代を 互選 したと きは総

代 、代理 人によ って 審査の 申出を

す るとき は代理 人） が押印 しなけ

ればならない。  

４  （略）  ５  （略）  

５  （略）  ６  （略）  

（ 審査申 出人の 口頭 による 意見陳

述）  

（ 審査申 出人の 口頭 による 意見陳

述）  

第７条  （略）  第７条  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

３  前項の調書には、次に掲げる事

項 を記載 し、意 見を 聴いた 委員及

び 調書を 作成し た書 記がこ れに 署

名しなければならない。  

３  前項の調書には、次に掲げる事

項 を記載 し、意 見を 聴いた 委員及

び 調書を 作成し た書 記がこ れに 署

名押印しなければならない。  

（１）～（３）  （略）  （１）～（３）  （略）  

（口頭審理）  （口頭審理）  

第８条  （略）  第８条  （略）  

２～４  （略）  ２～４  （略）  

５  前項の口述書には、次に掲げる

事項を記載しなければならない。  

５  前項の口述書には、次に掲げる

事 項を記 載し、 提出 者が署 名押印

しなければならない。  

（１）～（３）  （略）  （１）～（３）  （略）  

６・７  （略）  ６・７  （略）  

８  前項の調書には、次に掲げる事

項 を記載 し、審 理を 行った 委員及

び 調書を 作成し た書 記が 署 名しな

ければならない。  

８  前項の調書には、次に掲げる事

項 を記載 し、審 理を 行った 委員及

び 調書を 作成し た書 記が 署 名押印

しなければならない。  

（１）～（５）  （略）  （１）～（５）  （略）  

（実地調査）  （実地調査）  

第９条  （略）  第９条  （略）  

２  前項の調書には、次に掲げる事 ２  前項の調書には、次に掲げる事
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項 を記載 し、調 査を した委 員及び

調 書を作 成した 書記 がこれ に 署名

しなければならない。  

項 を記載 し、調 査を した委 員及び

調 書を作 成した 書記 がこれ に 署名

押印しなければならない。  

（１）～（４）  （略）  （１）～（４）  （略）  

（議事についての調書）  （議事についての調書）  

第１０条  （略）  第１０条  （略）  

２  前項の調書には、次に掲げる事

項 を記載 し、議 事に 関与し た委員

及 び調書 を作成 した 書記が これに

署名しなければならない。  

２  前項の調書には、次に掲げる事

項 を記載 し、議 事に 関与し た委員

及 び調書 を作成 した 書記が これに

署名押印しなければならない。  

（１）～（４）  （略）  （１）～（４）  （略）  

  

（羽生市職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正）  

第４条 羽生市職員の服務の宣誓に関する条例（昭和３０年条例第５

号）の一部を次のように改正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在すると

きは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２）  改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３） 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改  正  後  改  正  前  

（趣旨）  （この条例の目的）  

第１条  この条例は、地方公務員法

（ 昭和２ ５年法 律第 ２６１ 号）第

３ １条の 規定に 基づ き、職 員の服

務 の宣誓 に関し 必要 な事項 を定め

るものとする。  

第１条  この条例は、地方公務員法

（ 昭和２ ５年法 律第 ２６１ 号）第

３ １条の 規定に 基づ き、職 員の服

務 の宣誓 に関し 規定 するこ とを目

的とする。  

（職員の服務の宣誓）  （職員の服務の宣誓）  

第２条  新たに職員となった者は、

別 記様式 による 宣誓 書 に署 名し、

任 命権者 に提出 し て からで なけれ

ば、その職を行ってはならない。  

第２条  新たに職員となった者は、

任 命権者 又は任 命権 者の定 める上

級 の公務 員の面 前に おいて 、別記

様 式によ る宣誓 書 に 署名し てから

で なけれ ば、そ の職 を行っ てはな

らない。  
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（権限の委任）  （権限の委任）  

第３条  この条例に定めるもののほ

か 、職員 の服務 の宣 誓に関 し必要

な 事項は 、任命 権者 が定め ること

ができる。  

第３条  この条例に定めるものを除

く ほか、 職員の 服務 の宣誓 に関し

必 要な事 項は、 任命 権者が 定める

ことができる。  

  

別記様式を次のように改める。   
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別記様式（第２条関係） 

 

宣 誓 書 

 

  私は、ここに主権が国民に存することを認める日本国憲法を尊重し、かつ、擁護すること

を固く誓います。 

  私は、地方自治の本旨を体するとともに、公務を民主的かつ能率的に運営すべき責務を深

く自覚し、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務を執行することを固く誓います。 

 

    年  月  日 

 

氏 名 
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（羽生市国民健康保険出産費資金貸付条例の一部改正）  

第５条 羽生市国民健康保険出産費資金貸付条例（平成１３年条例第

８号）の一部を次のように改正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在すると

きは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２）  改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３） 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改  正  後  改  正  前  

（貸付対象）  （貸付対象）  

第２条  資金の貸付けは、次に掲げ

る 要件の いずれ かを 満たす 羽生市

の 国民健 康保険 の被 保険者 の属す

る 世帯主 に対し て行 う。た だし、

出 産育児 一時金 （国 民健康 保険法

第 ５８条 第１項 に 規 定する ものを

いう。以下同じ。）の支給を受ける

ことが見込まれる者に限る。  

第２条  資金の貸付けは、次に掲げ

る 要件の いずれ かを 満たす 羽生市

の 国民健 康保険 の被 保険者 の属す

る 世帯主 に対し て行 う。た だし、

国 民健康 保険法 第５ ８条第 １項の

規 定によ る出産 育児 一時金 の支給

を 受ける ことが 見込 まれる 者に限

る。  

（ １）  出 産 予 定日 まで １ か月以

内であること。  

（ １）  出 産 予 定日 まで １ ケ月以

内であること。  

（ ２）  妊 娠 ４ か月 以上で あり、

当 該 妊 娠 に 係 る 出 産 に 要 す る 費

用 に つ い て 医 療 機 関 等 か ら 請 求

を 受 け 、 又 は そ の 費 用 を 支 払 っ

ていること。  

（ ２）  妊 娠 ４ ケ月 以上で あり、

当 該 出 産 に 要 す る 費 用 に つ い て

医 療 機 関 等 か ら 請 求 を 受 け 、 又

は、その費用を支払ったこと。  

（貸付額）  （貸付額）  

第３条  資金の貸付額は、羽生市国

民 健康保 険条例 （昭 和３４ 年条例

第 １０号 ）第６ 条第 １項の 規定に

よ る出産 育児一 時金 支給見 込額 の

１ ０ 分 の ８ を 限 度 と す る 。 た だ

し 、算出 した額 に１ ，００ ０円未

満 の端数 がある とき は、そ の端数

は、切り捨てる。  

第３条  資金の貸付額は、羽生市国

民 健康保 険条例 （昭 和３４ 年条例

第 １０号 ）第６ 条第 １項の 規定に

基 づく、 出産育 児一 時金支 給見込

額 の１０ 分の８ を限 度とす る。た

だ し、算 出した 額に １，０ ００円

未 満の端 数があ ると きは、 その端

数は貸し付けない。  
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（貸付申込み）  （貸付申込み）  

第５条  資金の貸付けを受けようと

す る世帯 主（以 下「 申込者 」とい

う。）は、出産費資金貸付申込書に

次 の各号 の区分 に応 じそれ ぞれ当

該 各号に 定める 書類 を添付 し、市

長に提出しなければならない。  

第５条  資金の貸付けを受けようと

す る世帯 主（以 下「 申込者 」とい

う 。） は 、 出 産 費 資 金 貸 付 申 込 書

（ 様式第 １号） に次 の各号 の区分

に 応じそ れぞれ 当該 各号に 定める

書 類を添 付し、 市長 に提出 しなけ

ればならない。  

（１） 第２条第１号に掲げる者 

出 産予定日まで１か月以内であ

ることを証明する書類  

（１） 第２条第１号に掲げる者 

出 産予定日まで１ケ月以内であ

ることを証明する書類  

（２） 第２条第２号に掲げる者 

妊 娠 ４ か 月 以 上 で あ る こ と を 証

明 す る 書 類 及 び 医 療 機 関 等 か ら

の 出 産 に 要 す る 費 用 の 内 訳 が 記

載された請求書又は領収証  

（２） 第２条第２号に掲げる者 

妊 娠 ４ ケ 月 以 上 で あ る こ と を 証

明 す る 書 類 及 び 医 療 機 関 等 か ら

の 出 産 に 要 す る 費 用 の 内 訳 が 記

載された請求書又は領収証  

（貸付けの決定）  （貸付けの決定）  

第６条  （略）  第６条  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

３  申込者は、前項の規定による通

知 があっ たとき は、 当該貸 付けに

係 る借用 証書を 市長 に 提出 しなけ

ればならない。  

３  申込者は、出産費資金貸付決定

通 知書（ 様式第 ２号 ）を受 理した

と きは、 当該貸 付け に係る 借用証

書 （様式 第３号 ） に 委任状 （様式

第 ４号） を添付 し、 市長に 対し提

出しなければならない。  

（償還方法等）  （償還方法等）  

第９条  申込者は、市長に対し、出

産 育児一 時金支 給時 に 当該 出産育

児 一時金 と貸付 金債 権を対 当額に

お いて相 殺する 旨の 申込み を 行う

ものとする。  

第９条  申込者は、市長に対し、出

産 育児一 時金支 給時 に出産 育児一

時 金と貸 付金債 権を 対当額 におい

て 相殺す る旨の 申込 みを 行 い出産

育 児一時 金支給 時に 、その 差額を

借 受 人 に 対 し 支 給 す る も の と す

る。  

２  前項の場合において、相殺する

額 に差額 が生じ 、そ の差額 を借受

人 に 支 給 す る こ と が で き る と き

は 、市長 は、当 該差 額を 借 受人に

支給するものとする。  

 

（委任）  （その他）  

第１２条  （略）  第１２条  （略）  
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附 則  

 この条例は、令和３年７月１日から施行する。  

令和３年６月２日提出  

             埼玉県羽生市長 河  田 晃  明    


